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我が国が持続的に経済発展を遂げ、かつ、安心して

安全に生活できる社会を実現するためには、重点的に

研究開発を実施すべき分野を定めて積極的・戦略的に

投資を行い、産業の競争力を維持・発展する必要があ

る。このような観点から、第二期科学技術基本計画

（平成13年3月閣議決定）では、情報通信分野を含む4

分野に特に重点を置き、優先的に研究開発資源を配分

することとされた。また、現在、平成18（2006）年度

からの5年間をターゲットとした第三期科学技術基本

計画の策定に向けた検討が行われている。

我が国は世界最高水準のブロードバンド環境を実現

し、モバイルインターネット利用の分野でも世界を大

きくリードしている。我が国が得意とする分野を活か

しつつ、ユビキタスネット社会の実現に必要な要素技

術や利活用技術の研究開発及び実証実験を推進すると

ともに、トラヒックの爆発的な急増等に対応できる次

世代バックボーン（基幹通信網）の実現等の新たに顕

在化してきた課題を解決するための研究開発が極めて

重要となっている。

従来から情報通信分野の研究開発の多くを担ってき

ている民間企業は、収益につながる事業への選択と集

中を行うことで企業体質の改善を図っており、産業構

造変革が進行する中で、民間企業の研究開発環境は急

速に変わりつつある。さらに、国立大学法人の設立の

他、平成18（2006）年度からは、政府の新たな科学技

術基本計画に加えて、情報通信分野における研究開発

の中核機関である独立行政法人情報通信研究機構の次

期中期計画も開始されるなど、研究開発を取り巻く環

境は大きな変革期を迎えている。

このような状況を踏まえ、総務省では、今後のユビ

キタスネット社会の実現に向け、情報通信分野におけ

る研究開発を積極的に推進していくため、情報通信審

議会に研究開発戦略委員会を設置し、研究開発に重点

的に取り組むべき分野、国や公的機関の役割、日本の

情報通信技術の国際競争力の強化や国際展開等の方策

等に関する戦略の検討を行っている（図表）。

なお、平成16年4月1日に独立行政法人通信総合研究

所と認可法人通信・放送機構が統合して発足した独立

行政法人情報通信研究機構では、情報通信に関する研

究開発等を基礎から応用まで総合的に実施している。

具体的には、①情報通信分野の研究開発、②周波数標

準値の設定、標準時の通報等、③電波の伝わり方の観

測、予報等、④民間の情報通信分野の研究開発の支援、

⑤助成金交付等による通信・放送事業の高度化等の支

援などの活動を精力的に行っている。

情報通信分野の研究開発政策の展開
（1）今後の研究開発の推進戦略

11
ユビキタスネット社会の実現に向けた新たな研究開発戦略

 　社会やICTの潮流を踏まえ、ICTの研究開発に期
待される方向は、「国際競争力」、「安心・安全」
及び「知」がキーワード 

我が国がリードするICTや、他分野の基盤とな
るICTの研究開発を重点的に推進 

近年急速に重要性を増しているICTと社会環境
の安心・安全を確保するためのICTの研究開発
を推進 

将来を見据え、新たなイノベーションを生み
出すための知的活力の発現を促す環境を整備 
 
知の創発の連鎖により新しい価値を創発し、
イノベーションを促進 

従来からのネットワーク高度化の発展軸に加え、新しいパラダイムを生み、支
え得るアーキテクチャ重視の視点で、安心・安全に対応しつつ、将来に向けた「知」
の創造と活用のための重点化が必要 

・我が国が持つコア技術の国際的優位性を維持強化できるネットワーク技術 
・世界のICTの発展にリーダーシップを発揮しうる最先端基礎技術 

・社会経済活動の基盤となるICTネットワークの安心・安全を確保する技術 
・ICTにより、広義の安全保障を確保し、安心・安全な社会環境を実現する技術 

・個の知的創造力を増進することができるプラットフォーム技術 
・言語、文化、身体能力等の壁を超越することができるコミュニケーション技術 

ICT研究開発の方向性 

国際競争力維持・強化 

重点化すべきICT研究開発領域 
 

安心・安全社会の確立 
 

知的活力の発現 
 

新世代ネットワーク技術 
 

安心・安全のためのICT 
 

ユニバーサル・コミュニケーション技術 
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図表　ユビキタスネット社会に向けた研究開発の在り方について～ICTによる価値創発に向けて～
（中間取りまとめ抜粋）
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情報通信分野における研究開発を効果的・効率的に

推進するためには、柔軟かつ競争的で開かれた研究開

発環境の創出が必要である。

1 競争的研究資金による研究開発推進

総務省では、競争的な研究開発環境の形成により、

情報通信技術のシーズの創出と研究開発力の向上、研

究者のレベルアップ及び世界をリードする知的資産の

創出を図るため、戦略的な重点目標に沿った独創性・

新規性に富む研究開発を推進する「戦略的情報通信研

究開発推進制度（SCOPE：Strategic Information and

Communications R&D Promotion Programme）」（競争的

研究資金制度（注））を設け、一層の充実を図っている。

SCOPEでは、戦略目標に沿った4つのプログラム

（①特定領域重点型研究開発、②研究主体育成型研究

開発、③地域情報通信技術振興型研究開発、④国際技

術獲得型研究開発）で研究開発課題を幅広く公募の上、

2段階による評価を行い、優れた研究開発課題に対し

て研究費及び間接経費を配分している。平成17年度に

は405件の応募があり、43件の新規課題を採択している。

2 最先端の研究開発テストベッドネットワーク

（JGNⅡ）の構築

次世代高度ネットワークを国内外の産・学・官・地

域連携によって早期実現させ、我が国経済社会の活性

化と国際競争力の強化を図るためには、開かれたテス

トベッド環境が必要である。

独立行政法人情報通信研究機構が運営する最先端の

研究開発テストベッドネットワーク（JGNⅡ）は、最

先端の光交換機を導入し、光波長レベルでの研究開発

に対応するほか、全国の都道府県にアクセスポイント

を設け、大学、研究機関、民間企業、地方自治体等、

全国規模の産学官連携、地域連携の基盤として利用さ

れている。JGNⅡにおける研究開発や実証実験を通じ

て様々な技術の先導的取組を行うことで、我が国の技

術力の向上、産学官連携の強化、新ビジネスや新産業

の創出、地域活動の活性化、人材育成効果等、幅広い

波及効果をもたらしている（図表）。

情報通信分野の研究開発政策の展開
（2）研究開発環境の整備

11
競争的研究資金の拡充とテストベッドネットワークの構築

NICT北九州 
IT研究開発支援センター 

福岡 

沖縄 

高知 

大阪 

金沢 

名古屋 大手町 

NICTつくば 
リサーチセンター 

長野 

札幌 

仙台 

NICT 
小金井本部 

岡山 

NICTけいはんな 
情報通信融合研究センター 

運用機関：NICT（独立行政法人情報通信研究機構） USA

※各都道府県にコアネットワーク拠点 
　またはアクセスポイントを設置 

10Gbps×2 
10Gbps 
1Gbps 
光テストベッド 
コアネットワーク拠点 

（注）広く一般の研究者等を対象に研究開発課題を募り、科学的・技術的な観点を中心とした評価に基づき採択された課題を実施するための研究資
金を配分する制度

図表 研究開発テストベッドネットワーク（JGNⅡ）の概要
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1 ユビキタスネットワーク基盤技術の研究開発

ユビキタスネット社会の実現に必要となる研究開発

要素は極めて多岐にわたる。総務省では、特に基盤性

を有し、リスクが高く、波及効果の高い技術に力点を

置き、平成15年度から、超小型チップネットワーキン

グ技術、ユビキタスネットワーク認証・エージェント

技術、ユビキタスネットワーク制御・管理技術の3つ

の技術について研究開発を産学が一体となった体制に

より実施しており、要素技術の確立を目指している

（図表①）。

2 ユビキタスセンサーネットワークの研究開発

人・モノの状況やそれらの周辺環境等をセンサーが

認識し、センサー同士の自律的な情報の流通により状

況へのリアルタイムな対応を可能とするユビキタスセ

ンサーネットワーク技術の実現により、医療・福祉、

防犯・セキュリティ、防災、環境リスクへの対応等、

様々な社会・経済活動におけるICTの側面支援が強化

されることが期待される。このため、総務省では、平

成17年度よりユビキタスセンサーネットワークに関す

る研究開発を行い、多様なアプリケーションや新たな

サービスの創出に資することとしている（図表②）。

重点的な研究開発の実施
（1）ユビキタスネットワーク基盤技術の研究開発

22
ユビキタスネット社会の実現に向けた基盤技術の確立を目指して

上空から 
各種センサーを散布 

・ 超小型無線装置が種々のセンサーに内蔵され、センサー同士が無線で自律的な情報を実現するもの 
・ センサーにより状況認識を行い、リアルタイムの対応を行う必要があるアプリケーションが実現 

瓦礫の下に 
取り残されています。 
助けて！！ 

温度、ガス検知、音、化学物質、 
画像等のセンサーが被災地の情報を収集 

ネットワークが壊されても、 
自律的に修復 

散布したセンサーが自律的に 
ネットワークを構築 

□□地区ガス漏れ検知。 
注意して下さい！ 

図表② ユビキタスセンサーネットワークに関する研究開発の概要

超小型チップ 

ブランド品 

服 

書籍 書類 福祉 小包 

有価証券 
・小切手 
・商品券 

100億の超小型チップの接続制御 

100億規模の様々なものが接続する基盤技術 
本人を瞬時に認証、どんな 
端末でも高速設定できる基盤技術 

どこでもシームレスに 
ネットワークを接続できる技術 

様々なものに 
チップが貼付 

超小型チップネットワーキング技術 

セキュリティメニュー 
（ドア・窓） 
玄関　開 
台所　閉 
居間　閉 
寝室　閉 
 

照明 
ガス 
水道 

電子マネー 
ICカード 

様々な大量 
の情報 

様々な大量の情報 

どこでも社内と 
同じ情報 

認証サーバー 

ネットワークを通じ 
認証サーバーに確認 

どこでもどんな端末でも 
いつもの私の端末設定に 

社内 

本人確認！設定情報を送る 

○○さん 
認証します。 

ユビキタスネットワーク認証･エージェント技術 

セキュリティメニュー 
（ドア・窓） 
玄関　開 
台所　閉 
居間　閉 
寝室　閉 
 

照明 
ガス 
水道 

ユビキタスネットワーク制御･管理技術 

ユビキタスネットワーク 
 

いつでもどこでも何でも意識 
せずにつながるユビキタスネットワーク 
複雑な制御管理技術の開発が必須 

図表①　ユビキタスネットワーク基盤技術の研究開発の概要
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3 超高速フォトニック・ネットワーク技術、テラ

ビット級スーパーネットワーク開発の推進

ネットワークの端から端までを光化することによ

り、ネットワークの大規模・大容量化を図ることが可

能である。そのため、1本の光ファイバに数千の信号

を同時に送ることができる超高密度波長分割多重技術

及びこれに対応した光スイッチング技術等の超高速フ

ォトニック・ネットワーク技術に関する研究開発を実

施するとともに、テラビット級のトラヒックを安定か

つ最適な経路で制御・管理する技術等の開発を実施し

ている（図表③）。

4 次世代の高機能ネットワーク基盤に向けた研究

開発

現在のICTを支えるハードウェア技術は、いずれ物

理的限界を迎えることが予想されており、新しい機能

を発現させる技術に関する研究開発も重要である。総

務省では、光子一つひとつに情報を載せることにより、

極めて安全性の高い暗号通信や少ないエネルギーでの

超大容量情報伝送を実現する量子情報通信技術や、ナ

ノサイズの物性効果の活用により、中継伝送、交換部

分等、ネットワーク構成要素の高機能化と小型・省電

力化を実現するナノ技術を活用した超高機能ネットワ

ーク技術の研究開発を実施している（図表④）。

また、平成16年6月より21世紀ネットワーク基盤技

術研究推進会議を開催し、上記2分野と次世代フォト

ニックネットワーク技術にテラヘルツ技術を加え、21

世紀の高機能ネットワーク基盤構築に必要となる研究

開発を戦略的かつ総合的に推進していくこととしてい

る。

テラビット級 
アクセス系 
接続技術 

制御プレーン 

転送プレーン 

インターネットノード 
全光化技術 
～ノード（分岐点） 
で高速通信を 
実現～ 

幹線系フォトニック 
ネットワーク技術 
～超高速・大容量・ 
長距離通信の実現～ 

～多くの信号を一度に～ 

アクセス系フォトニック 
ネットワーク技術 
～電気信号変換のない 
 光通信の実現～ 

テラビット級 
ネットワーク 
制御・管理技術 

e-Japan重点計画 
2004

① 10Tbpsの光ルーター 
② 光ファイバ１芯あたり 
　 1000波の多重化 
③ 電気信号変換のない 
　 光による情報伝送 
④ テラビット級ネット 
　 ワーク技術の実現 

テラビット級スーパーネットワークの開発 
（研究開発期間 ： 平成14年度～平成17年度（4年間）） 
種々のシステムとの接続可能な大規模ネットワークにおける 
制御・管理技術 

主な成果 

超高速フォトニック・ネットワーク技術の研究開発 
（研究開発期間 ： 平成13年度～平成17年度（5年間）） 
光ファイバ１芯当たり1000波の多重化 
10Tbpsの光ルーターの実現 

テストベッドを用いた実験で以下のような成果 
・スループット5Tbpsの光ルーティングを実現 
・世界で初めて1000波長の光を光ファイバ１芯に多重化して 
　伝送（128km） 
・微小ミラーによる高速光スイッチを用い、光のまま高速 
　（20ミリ秒）に経路変更・制御できることを実証　等 
 超高密度波長分割多重技術 

経路変更を迅速に処理 

図表③　超高速フォトニック・ネットワーク技術に関する研究開発等の概要

0 1 0 1

0 1 0 1

量子暗号鍵の世界最高速配送（100kbps）や 
屋外での世界最長伝送（96km）に成功 

観測すると０か１に収束 

盗聴されたことがわかる！ 

（盗聴者） 

（送信者） 

ネットワーク 
バンキング 

理論的に盗聴検出 
可能な暗号通信 

（受信者） 

【盗聴された場合】 

【盗聴されなかった場合】 

or

or

従来の光通信 
　光子の集合体（光の強弱）に情報を載せて伝送 
量子情報通信 
　光子の一つ一つを基本として情報を伝送 

弱 強 （１）ナノ伝送技術 
　　小型・省電力、高効率な中継伝送。システムを光通信波長帯で実現 

（２）ナノ・ノード技術  
　　超高速スイッチ等を集積化した光ノード装置を実現 

（３）ナノ・インターフェース技術 
　　小型・省電力、超高速の光／電気インターフェース技術を実現 

ナノ光電変換素子 

ナノスケール光配線 

100 nm

波形整形 
光増幅 

同期 

In 
（WDM信号） 

Out

光遅延器 光スイッチ 
ラベル識別系へ Add Drop

0 1

0 1

量子情報通信技術の研究開発  ナノ技術を活用した超高機能ネットワーク技術の研究開発  

量子情報通信 
ネットワーク 

図表④　量子情報通信技術・ナノ技術を活用した超高機能ネットワーク技術の研究開発の概要
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ユビキタスネット社会の実現には、基盤技術の確立

とともにそれを発展的に利活用へとつなげる技術が必

要とされるところであり、多様な分野へとICT利活用

を促進するための研究開発も必要とされている。

1 電子タグの高度利活用

総務省では、平成16年度から電子タグの属性情報を

動的な環境変化に応じて異なるプラットフォーム間で

交換するための技術や、電子タグとネットワークを関

連付ける技術、電子タグ情報へのアクセス権限を制御

する技術の研究開発を実施するとともに、研究開発成

果の速やかな実用化を図るため、全国で利用者参加型

の実証実験を行っている（図表①）。

さらに、消費者のプライバシー保護の観点から適切

な措置を講じることにより、電子タグが円滑に社会に

受け入れられるようにすることが必要と考え、企業、

消費者団体等関係者の協力の下、基本的考え方を取り

まとめ、平成16年6月、経済産業省と共同でガイドラ

インを策定し、公表した。現在、各分野における実証

実験等を通じ、当該ガイドラインの実効性を検討して

いるところであり、必要に応じて、分野ごとのより詳

細なルール化を図るとともに、本ガイドラインの修正

を行うこととしている。

2 ロボットとユビキタスネットワークの融合

ユビキタスネットワークが、家庭やオフィスでの利

用が期待されるパーソナルロボットや業務用ロボット

等とつながる（ネットワークロボット）ことにより、

新たなライフスタイルが創出され、高齢化・医療介護

問題等の様々な社会的問題への対応が図られることが

期待されている。ネットワークロボットの実現の大き

な鍵は、ユビキタスネットワークとロボットを結ぶネ

ットワーク技術であり、我が国がネットワークロボッ

ト分野で世界を牽引するためには、必要となるコア技

術を早急に確立する必要がある。総務省では、平成16

年度から、「ネットワークロボットの連携技術」、「人

に優しいコミュニケーション技術」等の研究開発を実

施している（図表②）。

重点的な研究開発の実施
（2）ユビキタスネット社会の実現に向けた利活用技術

22
ICT利活用の促進によるユビキタスネット社会実現の加速化

※　第３回日中韓情報通信大臣会合における合意に基づき、中国、韓国とも協力して実施予定 
 

登下校情報実証実験 
校外学習支援実証実験 
位置情報管理実証実験 
 

販売・流通 障害者支援 

消防・防災 

観光 

医療・薬品 

食品 

教育・文化 

アパレル履歴管理実証実験 
 

被災情報管理実証実験 
 

名所・史跡情報提供実証実験 
 

港湾コンテナ管理実証実験 
 

畜産物流通履歴実証実験 
鮮魚トレーサビリティ実証実験 
食品トレーサビリティ実証実験 
 

自律的移動支援プロジェクト 
公共トイレ音声ガイドシステム 
実証実験 
 

血液トレーサビリティー実証実験 
医薬品等トレーサビリティー実証実験 
 

全国で展開予定 
 

物流 

■ 研究開発の概要 
・物流、食品、医療等多様な分野で利活用が期待されている電子タグの高度利活 
　用技術を確立  
・以下の技術の研究開発・実証実験を実施 
　　①  複数プラットフォーム間において、電子タグ情報を交換・管理する技術 
　　②  電子タグＩＤとネットワークを相互接続する技術 
　　③  セキュリティ制御技術 
※研究開発期間：平成16年度～平成19年度（4年間） 

畜産物に電子タグ 
を貼付し、履歴情報 
管理 
牧場 電子タグ 電子タグ 

異なるプラットフォーム間で 
属性情報を柔軟に交換 

電子タグ 

電子タグ 

リーダー 

リーダー 

リーダー 

・生産者名 
・生産地 
・○×飼料 

・○月×日　精肉 
・△月▽日　倉庫 
・□月◇日　出荷 

データ 
ベース 

データ 
ベース 

データ 
ベース 

ネットワーク 

適切にアクセス権限を制御 
個々の電子タグを 
ネットワークに関連付け 

・本当に松阪牛かしら？ 
・何を食べていたのかしら？ 
・お薦めの調理法は？ 

ネットワーク ネットワーク 

履歴を参照 

検索 

履歴を参照 

インターネット 

・□月◇日　入荷 
・価格　・出荷先 

と畜場 卸売市場 

スーパーマーケット 

枝肉に電子タグを 
取り付け、履歴情報 
管理 

部分肉ごとの情報も 
タグで管理 

リーダー 

図表①　電子タグの利用者参加型の実証実験の概要
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3 ネットワーク・ヒューマン・インターフェース

の研究開発

情報通信ネットワークの利用が生活・社会・経済に

一層浸透し、誰もがネットワークを活用してICTによ

る恩恵を十分に享受できる社会を構築していくために

は、複雑な操作感を感じることなく、安心して安全に

情報通信を利用できるようにすることが必要であり、

人間とネットワークとのインターフェースの重要性が

増している。

そのため、総務省では、平成15年度からネットワー

ク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究開

発を行い、ネットワークと連携した実用的な携帯型の

多言語音声自動翻訳システム、映像コンテンツの光刺

激等による生体への影響を防止する技術等について、

要素技術の確立を目指した研究開発を推進している

（図表③）。

携帯電話等を用いた多言語の自動翻訳システム 映像が生体に与える悪影響を防止する技術 

ネットワークを介した多言語音声／会話文処理が可能な技術の開発 

Hello

Bonjour…こんにちは… 
…Hello… 

こんにちは こん…に… 

ユーザーオリエンテッドな高機能端末技術の開発 

Hello こんにちは 
Bonjour

生体に悪影響 

【現在】 【実現目標】 
生体に悪影響のあるコンテンツ 
を自動回避処理することにより、 
安心してネットワーク上のコン 
テンツを利用できる環境を実現 

流通するコンテンツを 
そのままの状態で配信 

変 
換 

影響を及ぼす映像等 安心・安全な映像等 

図表③　ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究開発の概要

現在のロボット 

防犯指令！ 
検知！ 

応援 

水と薬を 
あげろ！ 

生存者確認！ 

OK！ 

インターネット 

発見！ 

S O S

将来のネットワークロボット 

多機能・高機能ロボット 
防犯ロボットの例 生活支援ロボットの例 

単機能ロボット 

様々なロボット相互間の接続、ネット 
ワークを利用したソフトウェアの変更・ 
機能拡充を可能とするため、ロボット 
の共通システム技術や管理技術を確立 

遠隔地から、様々なタイプのロボット 
を連続して協調・連携し、制御を行う 
ため、リアルタイム制御技術や高度セ 
ンシング技術を確立 

見守り、留守番、健康管 
理など生活支援を可能と 
するため、行動認識技術 
や高度対話技術を確立 

①  ネットワークロボットの連携技術 

②  ロボット協調制御技術 

 ③  人に優しいコミュニケーション技術 

図表②　ネットワークロボットに関する研究開発の概要
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宇宙通信は、広域性・同報性・耐災害性等、多くの

特長を有しており、これまで通信・放送・測位等の分

野において幅広く利用されている。総務省では、今後、

急速に整備・高度化される情報通信インフラの中で宇

宙通信が果たすべき役割を踏まえ、必要とされる宇宙

通信を実現するため各種実証衛星の開発や衛星利用実

験を推進している。

1 準天頂衛星システムの研究開発

静止軌道を約45度傾けた軌道に少なくとも3機の衛

星を互いに同期して配置する準天頂衛星システムが実

現すると、常に1つの衛星が日本の天頂付近に滞留し、

ビル陰等に影響されない高精度の測位、高品質の通

信・放送サービスの提供が可能となる。そのため、準

天頂衛星システムの実現による新たな通信・放送サー

ビスマーケットや公共アプリケーションマーケットの

創出が期待されている。

準天頂衛星システムの研究開発は、総務省・文部科学

省・経済産業省・国土交通省の4省庁連携施策であり、

総務省では、平成15年度から超高精度衛星搭載原子時

計技術等の研究開発を実施している。準天頂衛星は、

平成20（2008）年度に打上げの予定である（図表①）。

2 超高速インターネット衛星の研究開発

総務省では、広域性・同報性・耐災害性等といった

衛星の特長を積極的に活用した地上のインターネット

網と相互補完する超高速衛星通信技術の確立、アジ

ア・太平洋地域諸国との国際共同実験の実施等を目的

として、最大1.2Gbpsの広帯域通信が可能となる超高

速インターネット衛星（WINDS：Wideband

InterNetworking engineering test and Demonstration

Satellite）の研究開発を文部科学省と連携して推進し

ている。超高速インターネット衛星は、平成19（2007）

年度に打上げの予定である（図表②）。

3 技術試験衛星Ⅷ型の研究開発

総務省では、マルチメディア移動体衛星通信技術、

衛星測位に関する基盤技術等を開発することを目的と

して、技術試験衛星Ⅷ型（ETS－Ⅷ）の研究開発を文

部科学省と連携して推進している。技術試験衛星Ⅷ型

は、13m級大型展開アンテナ、高出力中継器、フェー

ズドアレイ給電部、衛星搭載交換機、高精度時刻基準

装置等を搭載し、平成18（2006）年度に打上げの予定

である。

重点的な研究開発の実施
（3）宇宙通信の高度化

22
高度な宇宙通信に向けた研究開発の推進

準天頂衛星 静止衛星 

ビル等による遮へいの 
無いサービス 
・衛星からの直接 
　受信が可能 
・双方向通信などが 
　容易 

ビルによる 
遮へい 

図表①　準天頂衛星システムの概念図

高出力太陽電池パドル 

Ka帯高出力マルチビームアンテナ 
（MBA1）日本及び近辺向け 

Ka帯アクティブフェーズド 
アレイアンテナ 

Ka帯高出力マルチビーム 
アンテナ（MBA2） 
東南アジア域向け 

図表②　超高速インターネット衛星の概念図




